
（改）環境影響評価体制強化費 ６４百万円（ １百万円）

総合環境政策局環境影響審査室

１．事業の概要

平成19年３月にとりまとめた「戦略的環境アセスメント導入ガイドライ

ン」に基づく戦略的環境アセスメント（ＳＥＡ）では、早い段階から幅広い

環境情報を踏まえて検討を進めることが適切な環境配慮につながるため、計

画策定者等と環境省とが早くから緊密な協議を重ねる必要がある。ＳＥＡの

対象となる計画は関係省の地方支分部局で検討・策定されるものが多く、地

方環境事務所で審査と緊密な協議を行う必要がある。

適切に審査・協議を行うためには、計画策定者等の検討状況等の情報や地

域の環境情報等地域に根ざした幅広い情報を適時的確に収集・整理すること

が不可欠であり、地方環境事務所の職員を補佐する人員が必要となる。

一方、環境影響評価法に基づく環境影響評価手続の終了後では、事後調査

報告書の収集や現地踏査等を通じ、事業実施段階で環境大臣意見等を踏まえ

た適切な環境配慮を確保するとともに、地域特性を踏まえた環境保全措置の

適用の可能性等を検証する必要があり、今後も環境大臣意見を述べた案件は

累積していくことから、地方環境事務所を通じたフォローアップを充実させ

る必要がある。

このため、地方環境事務所において、ＳＥＡの審査・協議や環境影響評価

手続終了後のフォローアップの充実を図るため、退職した団塊世代の地方公

務員等、地域の環境情報に詳しい者を「アセス･サポーター」として活用する

等により、地域における環境影響評価に係る体制の強化を図る。

２．事業計画

Ｈ20年度～（継続）：・ＳＥＡの審査・協議を行う。

・環境影響評価手続終了後のフォローアップを行う。

３．施策の効果

・ＳＥＡ導入ガイドラインに基づく審査・協議を行うことで、計画段階に

おいて適切な環境配慮がなされること。

・早い段階からの環境配慮により、事業実施段階における手戻りを排し、

効率的・効果的な環境保全措置が実施されること。

・地域特性を踏まえた効果的な環境保全措置が確実に実施されること。

・退職した団塊世代の活躍の場が拡大すること。

４．備考

委員等旅費 13,119千円

環境保全調査費 50,728千円



（改）環境影響評価体制強化費《64百万円》（改）環境影響評価体制強化費《64百万円》

方針・調整研修

活動方針・
情報収集等指示 成果報告

報告

市民参加プロセス
［参加者］
○地方公共団体
○ＮＰＯ

地方環境事務所

地方公共団体

アセス・サポーターアセス・サポーター
（在宅テレワーク）

○学識経験者
○地域住民等

環境省本省

○地域住民等からの情報収集
○地方公共団体との連絡・調整
○事業者からのヒアリング
○地域の学識経験者への意見照会 等

○ＮＰＯ等からの環境情報収集
○計画策定者からのヒアリング
○地域の学識経験者からの知見収集 等

事業実施サイト（工事・供用）

事業計画サイト（複数案）

関係省の地方支分部局
（計画策定者、事業者）

ＳＥＡ審査に伴う協議・調整、
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに係る情報収集

SEA・フォローアップ
各種調整、情報収集

SEA現地踏査

フォローアップ現地踏査

※ 他、当該経費に係る（目）職員旅費（２百万円）については、（項）地方環境事務所共通経費に計上している


